
                      平成１４年度東京都中央卸売市場会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象  中央卸売市場 

 ２ 審査の手続 

 この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、中央卸売市場事業の経営成績及

び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、会計帳票、証拠書類の照合等通常実

施すべき審査手続を実施したほか、必要と認めるその他の審査手続を実施した。 

 ついで、本事業の経営内容の動向を把握するため計数の分析を行い、経済性の発揮及び公共性

の確保を主眼として考察した。 

 ３ 審査の期間  平成１５年６月４日から同年８月６日まで 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算諸表について 

 審査に付された決算諸表は、中央卸売市場事業の経営成績及び財政状態を適正に表示している

ものと認められる。 

 ２ 事業の全体に関する事項について 

東京都中央卸売市場の事業は、卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）に基づき開設された１ 

１市場、３分場で運営されており、都民の食生活に必要な生鮮食料品等の円滑な流通を確保する

ため、市場施設の整備拡充並びに維持管理を行っている。 

平成１４年度における卸売業者の取扱数量は、前年度と比べ、水産物、青果物が減少し、食肉、

花きでは増加となっている。 

収支状況は、総収益２１５億４,３８３万余円、総費用２１３億８９５万余円で、差引き２億３，

４８８万余円の純利益となっている。 

資金状況は、２１億７,４８８万余円の当年度資金不足となり、３７７億９,０６３万余円の累

積剰余額となっている。 

当年度の経営状況は、純利益の計上となっているものの、営業損益では、前年度に引き続き損

失が生じていることから、今後とも、より一層の効率的な事業運営を行う必要がある。 

なお、市場関係業者の撤退などにより、使用されていない施設が増加していることから、市場

は、早急に対応策を講じ、未利用施設の有効活用に努められたい。 
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第３ 経営状況の概要 

  １ 市場における取引の概況について 

   平成１４年度における取扱部類別卸売取扱量・売上金額は表１のとおりであり、取扱量は、生

鮮食料品が３１９万４，９３１ｔ、花きが２０億４，７１９万余本（切花換算）となっている。 

売上金額は、生鮮食料品が１兆２，４７３億４，９０３万余円、花きが９７２億４２４万余円 

で、総売上金額は１兆３，４４５億５，３２８万余円である。 

これを前年度の総売上金額（１兆３，３２４億９，３４６万余円）と比較すると１２０億５，９ 

８２万余円（０．９％）増加している。 

 
 
（表１）卸売業者の取扱部類別取扱量及び売上金額                                   

         増      (△)      減  
 
 
 部 類 

 
平 成 １４ 年 度 

 
（Ａ） 

 
 
 
 平 成 １３  年 度 
       （Ｂ） 

 
    （Ｃ＝Ａ－Ｂ） 

   (C) 
 率  － ×100 
     (B) 

   取扱量 
      （t） 

  売上金額 
      （千円） 

  取扱量 
      （t） 

  売上金額 
      （千円） 

 取扱量 
     （t） 

   金  額 
    （千円） 

取扱量 
  （%）

 金 額 
 （%）

 水産物   712,898   594,458,720   718,417   610,593,801 △  5,519 △16,135,081 △ 0.8 △ 2.6

 青果物 2,385,670   561,717,169 2,498,423   549,875,772 △112,753 11,841,397 △ 4.5  2.2 

 食 肉    96,363    91,173,149    86,344    79,510,290 10,019 11,662,859 11.6 14.7

生鮮食料 
品合計 

 
3,194,931 

 
1,247,349,038 

 
3,303,184 

 
1,239,979,863 

 
△108,253 

 
7,369,175 

 
△3.3 

 

 
0.6 

 
 花 き 

     千本 
2,047,190 

 
  97,204,249 
 

     千本 
1,972,470 

 
  92,513,604 

   千本 
74,720 

 
   4,690,645 

 
   3.8 

 
   5.1

 

 総  計       － 1,344,553,287       － 1,332,493,467     － 12,059,820    －   0.9 

                                                                                               
    （注）１ 金額は、消費税を含む。 
    （注）２ 花きの取扱量は、切葉・切枝・鉢物・苗木・その他について、切花に換算した本数 

 

  ２ 経営成績 

 平成１４年度における中央卸売市場事業の経営成績は、表２（詳細は、別表１比較損益計算

書参照）のとおり、総収益２１５億４,３８３万余円、総費用２１３億８９５万余円で、差引き

２億３，４８８万余円の純利益となっている。 
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（表２）経営成績比較表 

 平 成 14年 度  平 成 13年 度      増    (△)    減  
                年  度 
 
  科    目 

  金      額 
       (千円) 
     (Ａ) 

  金      額 
       (千円) 
     (Ｂ) 

  金      額 
   (千円) 
 (Ｃ＝Ａ－Ｂ) 

   (C) 
率 － 100 ×
(％)(B) 

１ 営 業 収 益 
２ 営 業 外 収 益 
３ 特 別 利 益 

  14,497,486 

   6,670,268 

     376,083 

  14,059,419 

   6,972,445 

   1,717,266 

438,067 

△   302,177 

△ 1,341,183 

3.1

△        4.3

△       78.1

総 収 益 21,543,837 22,749,130 △ 1,205,293 △        5.3

３ 営 業 費 用 
４ 営 業 外 費 用 
５ 特 別 損 失 

  16,928,396 

   4,116,911 

     263,645 

  16,252,858 

   3,974,627 

   2,224,938 

     675,538 

    142,284 

△ 1,961,293 

          4.2

         3.6

△      88.2

総 費 用 21,308,952 22,452,424 △ 1,143,472 △        5.1

 

６ 当 年 度 純 損 益                   234,884                   296,706 △    61,822 △      20.8

 

 
 

 

（１）収益について 

 収益は、表３のとおり、２１５億４，３８３万余円であり、その内訳は、営業収益１４４億

９，７４８万余円、営業外収益６６億７，０２６万余円、特別利益３億７，６０８万余円であ

る。 
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（表３）収益比較表                                                                 

   平 成 １４ 年 度    平 成 １３ 年 度     増    (△)    減            年  度 
 
 
 
     科      目 

  金     額 
     (千 ) 円
     (Ａ) 

 構成比 
   （％） 

  金     額 
     （千 ）円  
     (Ｂ) 

 構成比 
   （％） 

  金    額 
    （千円） 
(Ｃ＝Ａ－Ｂ) 

    (C) 
率  ―×100 
(%) (B) 

 市場事業収益   21,543,838   100   22,749,130   100 △ 1,205,292 △   5.3 

 営業収益   14,497,486    67.3   14,059,419    61.8       438,067        3.1 

 売上高割使用料    3,367,959    15.6    3,326,998    14.6       40,961       1.2 

 施設使用料    8,167,509    37.9    7,844,439    34.5      323,070       4.1 

 

 雑収益    2,962,017    13.7    2,887,981    12.7       74,036       2.6 

 営業外収益    6,670,268    31.0    6,972,445    30.7 △   302,177 △    4.3 

 受取利息及び配当金    3,620,706    16.8    3,898,125    17.1 △   277,419 △    7.1 

 一般会計補助金    2,955,217    13.7    2,993,568    13.2 △    38,351 △    1.3 

 国庫補助金          575     -            0     0          575      - 

 

 雑収益       93,770     0.4       80,751     0.4       13,019   16.1 

 

 特別利益      376,083     1.7    1,717,266     7.5 △ 1,341,183 △    78.１ 
 
 

   

 営業収益は、前年度と比較し、４億３，８０６万余円（３．１％）増加している。これは、

売上高割使用料が４，０９６万余円、施設使用料が３億２，３０７万余円、雑収益が７，４０

３万余円それぞれ増加したためである。 

 このうち、売上高割使用料を部類別に見ると、表４のとおり、水産物は取扱高の減少により

前年度（１５億８，２８１万余円）と比較して減少しているものの、青果物、食肉及び花きは

前年度より増加し、合計では４，３００万余円（１．２％）増加している。 
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（ 表４）部類別別・売上高割使用料比較 
   
区   分 平成１４年度 平成１３年度 増  (△)  減 

部   類 
 
 

金  額 
（千円） 
 

（Ａ） 
 

金  額 
（千円）
 

（Ｂ） 
 

金   額 
（千円）
 

（Ｃ＝Ａ―Ｂ）
 

(Ｃ) 
率  －×100 
(％) (Ｂ) 

水 産 物 1,543,934 1,582,810 △ 38,876 △  2.5 

青 果 物 1,525,599 1,481,462 44,137 3.0 

食   肉 185,933 162,797 23,136 14.2 

生鮮食料品計 3,255,466 3,227,069 28,397 0.9 

花   き 252,741 237,322 15,419 6.5 

そ の 他 28,147 28,957 △  810 △  2.8 

合   計 3,536,357 3,493,348 43,009 1.2 

  
   （注）１ 金額は、卸売業者、仲卸業者の合計である。ただし、その他の欄は、卸売 

        業者、仲卸業者及び関連事業者の合計である。 

   （注）２  金額は、消費税を含む。 
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 施設使用料は、当年度に使用料の改定（約１．８パーセントの引上げ）があったことなどか

ら、表５のとおり前年度と比較して、３億２，３０７万余円（４．１％）増加している。 

 徴収対象面積は、全体で５，３９１．１㎡増加している。これは、食肉市場でセンタービル

が完成したことなどにより、指定面積が増加したことによるものである。 

 
  （表５）施設使用料徴収対象面積及び使用料   
    面        積   （㎡）    金     額  （千円） 

平成14年度 平成13年度  増( △)減 平成14年度 平成13年度 増( △)減 

 

 680,995.3  675,604.2   5,391.1  8,167,509  7,844,439  323,070 
 
   （注）１ 金額には、冷蔵庫分を含む。 

   （注）２ 面積は、両年度とも年度末（３月３１日）現在の数値である。 

        

 

   

 営業外収益は、前年度と比較し、３億２１７万余円（４．３％）減少している。 

 これは、主に、一般会計への長期貸付金の受取利息など受取利息及び配当金が、２億７，７

４１万余円減少したためである。 

 なお、一般会計補助金の内訳は、表６のとおりである。 

 

   （表６）一般会計補助金の内訳比較表  
                                                                 （単位：千円） 

区              分 平成14年度 平成13年度 増 (△) 減 
  業務指導監督等事業費     2,016,685     2,198,361 △       181,676 

  施設管理費       292,902       302,587 △      9,685 

  生鮮食料品流通対策費       380,409       232,725        147,684 

  企業債利息等        13,907        14,005  △         98 

  使用料軽減補てん費       251,314       245,890        5,424 

 

     合              計     2,955,217     2,993,568 △     38,351 

 

 
 

   

 特別利益は、豊島市場用地の売却による固定資産売却益３億７，６０８万余円を計上してい

る。 
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 （２）費用について 

 当年度の市場事業費は、表７のとおり、２１３億８９５万余円であり、その内訳は、営業費

用が１６９億２，８３９万余円、営業外費用が４１億１，６９１万余円、特別損失２億６，３

６４万余円である。 

 

 
    （表７）費用比較表 

     平 成 １４  年 度      平 成 １３  年 度        増  (△)   減            年 度 
 
 
 
    科    目 

  金     額 
      (千円) 
   (Ａ) 

 構成比 
 
  （％） 

  金     額 
      (千円) 
   (Ｂ) 

 構成比 
 
  （％） 

  金      額 
      (千円) 
 (Ｃ＝Ａ－Ｂ) 

   (C) 
率 －×100 
(%) (B) 

  市場事業費  21,308,953   100  22,452,424   100 △1,143,471 △   5.1 

  営業費用  16,928,396    79.4  16,252,858    72.4     675,538      4.2 

  管理費  11,274,700    52.9  11,355,846    50.6 △   81,146 △   0.7 

  人件費 3,132,776    14.7 3,211,763    14.3 △   78,987 △   2.4  

  維持管理費 8,141,924    38.2 8,144,083    36.3 △    2,159 △   0.0 

  業務費     143,111     0.7     152,004     0.7 △    8,893 △   5.9 

  減価償却費   5,177,173    24.3   4,529,960    20.1     647,213     14.3 

 

  資産減耗費     333,411     1.6     215,046     1.0     118,365     55.0 

  営業外費用   4,116,911    19.3   3,974,627    17.7     142,284      3.6 
  生鮮食料品 
 
  流通対策費 

 
    419,256 

 
    2.0 

 
    264,566 

 
    1.2 

 
    154,690 

 
    58.5 

  支払利息及び 
 
  企業債取扱諸費 

 
  3,642,603 

 
   17.1 

 
  3,668,479 

 
   16.3 

 
△   25,876 

 
△   0.7 

  繰延勘定償却      16,662     0.1      16,154     0.1         508      3.1 

 

  雑支出      38,390     0.2      25,427     0.1      12,963   51.0 

 

 

   特別損失     263,645     1.2   2,224,938    10.0 △1,961,292 △  88.2 
 
 

 

    営業費用は、前年度と比較し、管理費が人件費の減少などにより８，１１４万余円減少した

ものの、減価償却費が６億４，７２１万余円増加したことなどにより、６億７，５５３万余円

（４．２％）増加している。 
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営業外費用は、前年度と比較し、生鮮食料品流通対策費が１億５，４６９万余円増加したこと

などにより、１億４，２２８万余円（３．６％）増加している。 

    特別損失は、食肉市場用地の港区への売却による固定資産売却損２億６，３６４万余円を計上 

している。 

 

なお、給与費、職員数等については表８のとおりとなっている。 

 
（表８）給与費明細表                                                 

(単位：千円、人） 

  平 成 １４  年 度   平 成 １３ 年 度     増    (△)   減  
区    分 

 損益勘定 資本勘定   計  損益勘定 資本勘定   計  損益勘定 資本勘定   計 

報      酬   189,355        0   189,355   228,639        0   228,639 △ 39,284        0 △ 39,284 

給      料 1,899,791        0 1,899,791 1,923,671        0 1,923,671 △ 23,880        0 △ 23,880 

手      当 1,595,521    9,762 1,605,283 1,694,899   10,180 1,705,080 △ 99,378 △   418 △ 99,796 

法定福利費   575,965        0   575,965   580,416        0   580,416 △  4,451       0 △  4,451 

    計 4,260,632    9,762 4,270,394 4,427,625   10,180 4,437,806 △166,993 △   418 △167,411 

職  員  数       436        0       436       443        0       443 △      7      0 △      7 

平均年齢                        45歳 8月                         45歳 0月                        8 月                    

職員１人当 
たり給与額 

 
                          7,980 
 

 
                          8,122 

 
                  △    142 

 
                   

（注）１  職員数及び平均年齢は、年度末現在におけるものである。 

  （注）２  職員１人当たり給与額は、（給料＋手当）÷月当たり平均職員数である。 

 

 

 以上の結果を経営比率の推移で見ると、表９のとおりであり、純損益の推移は、表１０のとお

りである。 
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 （表９）経営比率表  
                                                              (単位：％） 

  区  分 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度   算  式 

 経 営 資 本 
 営業利益率 

 
 △  0.6 

 
 △  0.5 

 
 △  0.5 

 
 △  0.6 

 
 △  0.7 

 営業利益
 経営資本 

 営 業 収 益 
 営業利益率 

 
  △ 23.8 

 
 △ 23.4 

 
 △ 14.8 

 
 △ 15.6 

 
 △ 16.8 

 営業利益
 営業収益 

 

 総 費 用 対 
 総収益比率 

 
   123.6 

 
   112.7 

 
    98.4 

 
    98.7 

 
    98.9 

 総 費 用
 総 収 益 

 

 
 （注）１  経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資） 

  

 （表１０） 純損益の推移 
                                                        （単位：百万円）  

 区    分  平成１０年度  平成１１年度  平成１２年度  平成１３年度  平成１４年度 

純 損 益  △   4,310  △    2,361          322           296         234

営業損益  △   3,198  △    3,101  △    2,018   △    2,193   △    2,430

経常損益  △    2,915  △    2,361        322           804           122

 

 

特別損益   △   1,395            0             0   △      507         112
 
 

 ３ 財政状態について 

 （１）資本的収支について 

 資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表１１のとおりである。 

 当年度における資本的収入は、１９億４，０１５万余円で、前年度と比較して、６１億６，

９５４万余円減少している。これは、主に、国庫補助金が２６億７，１３０万余円、企業債が

３７億６，９０３万余円それぞれ減少したことによるものである。 

 一方、資本的支出は１０２億８，２０３万余円で、前年度と比較して、１１６億１，５５８

万余円減少している。これは、主に、建設改良費が１４５億２６２万余円減少したことによる

ものである。 
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   （表１１）資本的収支比較表 

                                                                           （単位：千円） 

    項        目   平成１4年度(Ａ)   平成１3年度(Ｂ)   増(△)減(Ａ－Ｂ) 

 資 本 的 収 入          1,940,159          8,109,706   △     6,169,547 

 企 業 債           1,406,577          5,175,608   △     3,769,031 

 国 庫 補 助 金              26,453          2,697,755   △     2,671,302 

 

 そ の 他 資 本 収 入            507,128            236,343            270,785 

 資 本 的 支 出         10,282,031 

        (214,113) 

        21,897,614 

           (0) 

  △    11,615,583 

         (214,113)

 建 設 改 良 費          4,415,622 

         (214,113) 

        18,918,251 

            (0) 

  △    14,502,629 

         (214,113)

 

 企 業 債 償 還 金          5,866,408          2,979,363          2,887,045 

 

 資 本 的 収 支  △      8,341,872  △     13,787,907            5,446,035 

   （注）１  金額は、消費税を含む。 

      （注）２  (   )は、内書で前年度繰越分である。 

 

 

 （２）資産及び負債・資本 

 当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりであり、資産総額

６，３８２億３，４１１万余円、負債総額６２億８，４８９万余円、資本総額６，３１９億４， 

９２１万余円となっている。 

 資産は、前年度（６，４０８億３，６７０万余円）と比較し、２６億２５８万余円（０．４％）

減少している。 

 これは主に、固定資産が２１億６，２９５万余円、流動資産が４億２，３３９万余円それぞ

れ減少したことによるものである。 

 固定資産の減少は、主に、有形固定資産が減価償却などにより、１９億９，６９２万余円減

少したことによるものである。流動資産の減少は、主に、前払金が８億７，４７０万円増加し

たものの、現金預金が６億５，８５５万余円、未収金が５億８，２４４万余円それぞれ減少し

たことによるものである。  

 負債は、すべて流動負債で、前年度（４５億３，３４１万余円）と比較し、１７億５，１４

８万余円（３８．６％）増加している。これは、主に、未払金が１５億４，１１５万余円増加

したことによるものである。 

 資本は、前年度（６，３６３億３２９万余円）と比較し、４３億５，４０７万余円（０．７％） 
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減少している。これは、主に、剰余金が、減債積立金を取り崩したことなどにより、４３億５，

４４９万余円減少したことによるものである。 

 なお、当年度における企業債及び支払利息等の状況は、表１２のとおりであり、企業債の未

償還残高は、９０９億５，６２８万余円であり、前年度（９５４億１，５６９万余円）と比較

し、４４億５，９４０万余円減少している。 

 また、支払利息等は、３６億４，２６０万余円であり、前年度（３６億６，８４７万余円）

と比較すると、発行利率の低下などにより２，５８７万余円減少している。 

 
    （表１２）企業債及び支払利息等の状況 
 
                                      （単位：千円） 

平 成 １ ４ 年 度 
区        分 

平成１４年度 
末残高(Ａ) 

増    加 減    少 
平成1３年度 
末残高(Ｂ) 

増 (△) 減 
(Ａ－Ｂ) 

   企   業   債   90,956,283  1,407,000  5,866,409   95,415,692    △ 4,459,408 

区        分 平成１４年度支払額(Ｃ) 平成1３年度支払額(Ｄ) 増(△)減(Ｃ-Ｄ) 

企 業 債 利 息              3,625,976              3,649,876    △   23,900 

企業債取扱諸費                 16,626                 18,602    △    1,976 

 

支利 

  息 

払等      計              3,642,603              3,668,479           △   25,876 

 

 以上の結果を財務比率の推移でみると、表１３のとおりである。 
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   （表１３） 財務比率の推移 

                                                                           （単位：％） 

   区        分 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度  算   式 

 流 動 比 率   8,059.5     126.3     639.4     981.6     701.3 
 流動資産 
 
 流動負債 

 自己資本構成比率      77.7      64.2      84.1      84.4      84.8 
 自己資本 
 
 総 資 本 

 固定長期適合率      60.3      91.3      92.5      93.7      94.0 
 固定資産 
 
 長期資本 

 

 借入金依存度      10.2      38.6      14.6      14.9      14.3 
 借 入 金 
 
 総 資 本 

     （注）１ 自己資本＝自己資本金＋剰余金 

     （注）２ 長期資本＝資本金＋剰余金 

 

 （３）資金収支について 

 資金収支の状況は、表１４のとおりである。 

 資本的収入は、１９億４，０１５万余円であり、これに対して資本的支出は、１０２億８，

２０３万余円であり、資本的収支資金不足額は８３億４，１８７万余円となっている。 

 また、収益的収支においては、減価償却費等の損益勘定留保資金等の合計額６１億６，６９

９万余円が資金剰余となり、資本的収支と収益的収支を合わせた資金収支において２１億７，

４８８万余円の資金不足となっている。 

 この結果、累積資金剰余額は、表１５のとおり、３７７億９，０６３万余円となっている。 
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     （表１４）資金収支表 

                                                                           （単位：千円） 

        支       出         収        入 

       項        目    金    額        項        目    金    額 

   資本的支出（Ａ）    10,282,031    資本的収入 (Ｂ）     1,940,159 

    [資本的収支資金不足額] 

       (Ｃ＝Ａ－Ｂ)     8,341,872 

     （補てん財源内訳） 

 当期純利益 

 損 益 勘 定 留 保 資 金 

    減 価 償 却 費 

    固定資産除却費等 

    企業債発行差金償却 

 消費税資本的収支調整額 

      234,884 

    5,723,706 

    5,177,173 

    529,870 

16,662 

208,399 

            計 （Ｄ）    6,166,990 

 収益的収支の資金剰余額 

   （Ｅ＝Ｄ）     6,166,990 
  

   当年度資金不足額 

    （Ｆ＝Ｃ－Ｅ）     2,174,882 

 

    合   計 （Ａ）    10,282,031    合    計 (Ｂ＋Ｄ＋Ｆ）    10,282,031 

 

                                                                                         

 （表１５）累積資金推移表 

                                                                            （単位：千円) 

  区   分  平成10年度   平成11年度   平成12年度  平成13年度  平成14年度 
当年度剰余（△）不足額△   579,741 △204,986,059  △6,953,551  △7,471,925  △2,174,882 

累 積 剰 余 額 259,701,897  54,390,991   47,437,439   39,965,514   37,790,632 
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 ４ 建設改良事業について 

 中央卸売市場では、平成１３年１２月に第７次東京都卸売市場整備計画（計画期間：平成１３

年度～平成２２年度）を策定し、各市場の整備を行っている。 

 平成１４年度の建設改良事業の執行状況は、表１６のとおり、予算額５８億６，００９万余円

に対し、執行額は４４億１，５６２万余円で、執行率は７５．４％となっている。 

 

 

  （表１６） 建設改良事業執行状況 

                                                   （単位：千円、％） 

   項        目 
  
予 算 額 

(Ａ) 
 執 行 額 

(Ｂ) 
執行率 
(Ｂ／Ａ) 

翌年度への 
繰越額(Ｃ) 

不 用 額 
(Ａ)-(Ｂ+Ｃ) 

 建 設 改良事業 

 

   5,860,091

 （270,500）

   4,415,622

（214,113） 

   75.4

 

          0 

 

    1,444,469

（56,386） 
 施 設 拡張事業 

 

   5,347,354

 （270,500） 

   4,055,050

（214,113） 

   75.8

 

          0 

 

    1,292,305

（56,386） 
 施 設 改良事業      504,937      355,117    70.3           0       149,820 

 

 

 資 産 購 入 費        7,800        5,454    69.9           0        2,346 

     (   )は、内書で前年度繰越分である。 

 

 施設拡張事業は、予算額５３億４，７３５万余円に対し、執行額は４０億５，５０５万余円で、

執行率は７５．８％となっている。 

 その主な内訳は、豊洲・晴海地区防潮護岸Ａブロックケーソン製作工事（３億６，１２０万円）、

淀橋市場松原分場総合事務所棟建設工事（１億４万余円）である。 

 施設改良事業は、西市場卸売場照明設備改良工事（３，３１８万円）ほか４０件の改良工事

が行われ、予算額５億４９３万余円に対し、執行額は３億５，５１１万余円で、執行率は７０．

３％となっている。 
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　（別表１）

比　　較　　損　　益　　計　　算　　書

平　成　14　年　度 平　成　13　年　度

金　　　額 金　　　額
（Ａ） （B）

14,497,486,138 14,059,419,775 438,066,363 3.1

売上高割使用料 3,367,959,169 3,326,998,871 40,960,298 1.2

施 設 使 用 料 8,167,509,414 7,844,439,115 323,070,299 4.1

雑 収 益 2,962,017,555 2,887,981,789 74,035,766 2.6

16,928,396,576 16,252,858,546 675,538,030 4.2

管 理 費 11,274,700,529 11,355,846,421 △ 81,145,892 △ 0.7

業 務 費 143,111,097 152,004,673 △ 8,893,576 △ 5.9

減 価 償 却 費 5,177,173,332 4,529,960,602 647,212,730 14.3

資 産 減 耗 費 333,411,618 215,046,850 118,364,768 55.0

△ 2,430,910,438 △ 2,193,438,771 △ 237,471,667 10.8

6,670,268,662 6,972,445,414 △ 302,176,752 △ 4.3

受 取 利 息 及 び
配 当 金

3,620,706,325 3,898,125,768 △ 277,419,443 △ 7.1

一般会計補助金 2,955,217,000 2,993,568,000 △ 38,351,000 △ 1.3

国 庫 補 助 金 575,000 0 575,000 －

雑 収 益 93,770,337 80,751,646 13,018,691 16.1

4,116,911,943 3,974,627,681 142,284,262 3.6

生 鮮 食 料 品
流 通 対 策 費

419,256,463 264,566,481 154,689,982 58.5

支払利息及び企業
債 取 扱 費

3,642,603,389 3,668,479,055 △ 25,875,666 △ 0.7

繰 延 勘 定 償 却 16,662,000 16,154,800 507,200 3.1

雑 支 出 38,390,091 25,427,345 12,962,746 51.0

122,446,281 804,378,962 △ 681,932,681 △ 84.8

376,083,886 1,717,266,181 △ 1,341,182,295 △ 78.1

特 別 利 益 376,083,886 1,717,266,181 △ 1,341,182,295 △ 78.1

263,645,322 2,224,938,270 △ 1,961,292,948 △ 88.2

特 別 損 失 263,645,322 2,224,938,270 △ 1,961,292,948 △ 88.2

234,884,845 296,706,873 △ 61,822,028 △ 20.8

15,473,415,302 15,770,122,175 △ 296,706,873 △ 1.9

15,238,530,457 15,473,415,302 △ 234,884,845 △ 1.5

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当年度未処理欠損金

　　　（単位：円、％）
年　度 増　（△）　減

特 別 損 失

　科　　目

営 業 収 益

経 常 損 益

営 業 費 用

営 業 損 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

金　　  額 率
(C/B)×100C＝(Ａ－Ｂ)

営 業 外 費 用
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　（別表２）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
（Ａ） （B）

594,086,473,527 93.1 596,249,424,770 93.0 △ 2,162,951,243 △ 0.4

353,725,053,981 55.4 355,721,979,722 55.5 △ 1,996,925,741 △ 0.6

土 地 164,158,925,973 25.7 164,755,850,235 25.7 △ 596,924,262 △ 0.4

立 木 718,291,350 0.1 717,138,106 0.1 1,153,244 0.2

建 物 139,057,156,793 21.8 141,108,659,770 22.0 △ 2,051,502,977 △ 1.5

構 築 物 12,144,103,040 1.9 12,298,215,979 1.9 △ 154,112,939 △ 1.3

機 械 及 び 装 置 32,891,020,947 5.2 34,489,783,738 5.4 △ 1,598,762,791 △ 4.6

車 両 運 搬 具 12,793,630 0.0 14,938,540 0.0 △ 2,144,910 △ 14.4

工具器具及び備品 57,643,738 0.0 57,579,181 0.0 64,557 0.1

建 設 仮 勘 定 4,685,118,510 0.7 2,279,814,173 0.4 2,405,304,337 105.5

30,419,546 0.0 51,445,048 0.0 △ 21,025,502 △ 40.9

施 設 利 用 権 23,919,475 0.0 44,944,977 0.0 △ 21,025,502 △ 46.8

電 話 加 入 権 6,500,071 0.0 6,500,071 0.0 0 0  

240,331,000,000 37.7 240,476,000,000 37.5 △ 145,000,000 △ 0.1

投 資 有 価 証 券 300,000,000 0.0 300,000,000 0.0 0 0  

出 資 金 6,000,000 0.0 6,000,000 0.0 0 0  

貸 付 金 240,025,000,000 37.6 240,170,000,000 37.5 △ 145,000,000 △ 0.1

44,075,528,072 6.9 44,498,926,135 6.9 △ 423,398,063 △ 1.0

42,286,717,140 6.6 42,945,271,517 6.7 △ 658,554,377 △ 1.5

預 金 42,286,717,140 6.6 42,945,271,517 6.7 △ 658,554,377 △ 1.5

631,633,799 0.1 1,214,080,131 0.2 △ 582,446,332 △ 48.0

営 業 未 収 金 14,492,770 0.0 16,665,313 0.0 △ 2,172,543 △ 13.0

営 業 外 未 収 金 567,448,204 0.1 614,019,382 0.1 △ 46,571,178 △ 7.6

未収消費税還付金 0 0.0 357,748,447 0.1 △ 357,748,447 △ 100  

そ の 他 未 収 金 49,692,825 0.0 225,646,989 0.0 △ 175,954,164 △ 78.0

1,857,133 0.0 5,214,487 0.0 △ 3,357,354 △ 64.4

そ の 他 貯 蔵 品 1,857,133 0.0 5,214,487 0.0 △ 3,357,354 △ 64.4

874,700,000 0.1 0 0   874,700,000 －

前 払 金 874,700,000 0.1 0 0   874,700,000 －

280,620,000 0.0 334,360,000 0.1 △ 53,740,000 △ 16.1

保 管 有 価 証 券 280,620,000 0.0 334,360,000 0.1 △ 53,740,000 △ 16.1

72,111,750 0.0 88,351,650 0.0 △ 16,239,900 △ 18.4

72,111,750 0.0 88,351,650 0.0 △ 16,239,900 △ 18.4

企 業 債 発 行 差 金 72,111,750 0.0 88,351,650 0.0 △ 16,239,900 △ 18.4

638,234,113,349 100   640,836,702,555 100   △ 2,602,589,206 △ 0.4

平　成　14　年　度 平　成　13　年　度 増　（△）　減

比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

年　　度　　
（単位：円、％）

資　　産　　合　　計

無 形 固 定 資 産

投 資

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

繰 延 勘 定

企 業 債 発 行 差 金

　科　　目

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

率
（Ｃ／Ｂ）×100

金　　  額
C=（Ａ－Ｂ）
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　（別表２）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
（Ａ） （B）

6,284,895,741 1.0 4,533,411,963 0.7 1,751,483,778 38.6

4,827,723,114 0.8 3,286,565,130 0.5 1,541,157,984 46.9

営 業 未 払 金 1,484,487,135 0.2 1,457,113,858 0.2 27,373,277 1.9

営 業 外 未 払 金 106,108,389 0.0 179,243,734 0.0 △ 73,135,345 △ 40.8

建設改良費未払金 3,129,510,777 0.5 1,614,928,870 0.3 1,514,581,907 93.8

そ の 他 未 払 金 107,616,813 0.0 35,278,668 0.0 72,338,145 205.0

178,957,500 0.0 0 0  178,957,500 －

未 払 消 費 税 178,957,500 0.0 0 0  178,957,500 －

121,176 0.0 606,660 0.0 △ 485,484 △ 80.0

営 業 外 前 受 金 121,176 0.0 606,660 0.0 △ 485,484 △ 80.0

1,278,093,951 0.2 1,246,240,173 0.2 31,853,778 2.6

預 り 保 証 金 1,278,093,951 0.2 1,246,240,173 0.2 31,853,778.0 2.6

6,284,895,741 1.0 4,533,411,963 0.7 1,751,483,778 38.6

317,681,406,671 49.8 317,680,984,571 49.6 422,100 0.0

226,725,122,971 35.5 222,265,292,194 34.7 4,459,830,777 2.0

固 有 資 本 金 2,180,981,776 0.3 2,180,981,776 0.3 0 0   

繰 入 資 本 金 24,922,254,586 3.9 24,922,254,586 3.9 0 0   

組 入 資 本 金 199,621,886,609 31.3 195,162,055,832 30.5 4,459,830,777 2.3

90,956,283,700 14.3 95,415,692,377 14.9 △ 4,459,408,677 △ 4.7

企 業 債 90,956,283,700 14.3 95,415,692,377 14.9 △ 4,459,408,677 △ 4.7

314,267,810,937 49.2 318,622,306,021 49.7 △ 4,354,495,084 △ 1.4

47,004,034,593 7.4 47,133,583,745 7.4 △ 129,549,152 △ 0.3

受 贈 財 産評 価額 4,842,958,724 0.8 4,845,750,099 0.8 △ 2,791,375 △ 0.1

国 庫 補 助 金 42,127,122,503 6.6 42,253,880,280 6.6 △ 126,757,777 △ 0.3

工 事 負 担 金 22,474,725 0.0 22,474,725 0.0 0 0  

その他資本剰余金 11,478,641 0.0 11,478,641 0.0 0 0  

267,263,776,344 41.9 271,488,722,276 42.4 △ 4,224,945,932 △ 1.6

減 債 積 立 金 9,672,618,930 1.5 14,132,449,707 2.2 △ 4,459,830,777 △ 31.6

建 設 改 良積 立金 268,831,217,731 42.1 268,831,217,731 42.0 0 0  

貸 付 資 金積 立金 3,998,470,140 0.6 3,998,470,140 0.6 0 0  
当 年 度 末 処 理
欠 損 金

631,949,217,608 99.0 636,303,290,592 99.3 △ 4,354,072,984 △ 0.7

638,234,113,349 100   640,836,702,555 100   △ 2,602,589,206 △ 0.4

資 本 金

自 己 資 本 金

△

流 動 負 債

前 受 金

　科　　目

負 債 ・ 資 本 合 計

未 払 金

未 払 消 費 税

借 入 資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

預 り 金

剰 余 金

C=（Ａ－Ｂ）

率
（Ｃ／Ｂ）×100

資　　本　　合　　計

△

平　成　13　年　度 増　（△）　減年　　度　　
金　　  額

比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表
（単位：円、％）

1.515,473,415,302 234,884,8452.415,238,530,457 2.4

負　　債　　合　　計

平　成　14　年　度
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